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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第10期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

第10期
第２四半期
連結会計期間

第９期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 10,362,9601,781,7877,822,290405,40511,201,281

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
70,468△207,306 51,567 △82,146△629,256

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（千円）
△210,626△202,923△253,292△76,985△917,195

純資産額（千円） － － 1,000,29287,061 285,520

総資産額（千円） － － 11,935,45610,642,27310,784,496

１株当たり純資産額（円） － － 85,633.463,865.8622,138.22

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
△18,966.77△18,273.16△22,808.84△6,932.54△82,593.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 8.0 0.4 2.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,345,062224,113　 － － 3,003,303

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
721,526 22 － － 763,764

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4,089,761△149,345 － － △4,204,555

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,103,657764,132 689,342

従業員数（人） － － 20 16 17

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、1株当たり純損失であり、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 16(1)

　

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員を含みます。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 16(1)

　

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員を含みます。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）

外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、不動産ソリューション事業（不動産投資事業、不動産流動化事業、不動産開発・再生事業）、デベ

ロッパー・エージェント事業（企画・開発事業、サブリース事業、運営・管理事業）及びその他事業（賃貸借事業、

コンサルティング事業）を行っており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりま

せん。

(2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　前年同四半期比（％）
　

不動産ソリューション事業収益（千円） 272,306 △96.4

①不動産投資事業（千円） 265,855 △96.5

②不動産流動化事業（千円） 6,451 △44.1

③不動産開発・再生事業（千円） － －

デベロッパー・エージェント事業収益（千円） 75,285 △52.0

①企画・開発事業（千円） － －

②サブリース事業（千円） 55,786 △59.4

③運営・管理事業（千円） 19,498 0.2

その他事業収益（千円） 57,814 △33.1

①賃貸借事業（千円） 1,373 △59.5

②コンサルティング事業（千円） 56,440 △32.0

合計（千円） 405,405 　

　（注）１．セグメント間取引については、該当事項はありません。　

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

合同会社ロゼオ 5,975,532 76.4 － －

株式会社サウスヒル 1,556,797 19.9 － －

トステムビバ株式会社　 － － 206,931 51.0

株式会社ライフコーポ

レーション　
－ － 55,280 13.6

３．当第２四半期連結会計期間の合同会社ロゼオについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略して

　　おります。また、前第２四半期連結会計期間のトステムビバ株式会社および株式会社ライフコーポレーショ　　

　　ンについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。   

４. 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業等のリスク】

　当社グループは、急激な不動産市況の悪化の影響を受け、前連結会計年度の経常損失は629,256千円、当期純損失は

917,195千円となり、現金及び現金同等物は437,487千円減少いたしました。

　また、当第２四半期連結累計期間の業績は、当初予定しておりました仲介事業及びコンサルティング事業の強化を図

るとともに不動産ソリューション事業においても販売計画を見直して早期に販売用不動産の売却を行いました。その

反面、販売価額の低下により利益率が低下したことから、営業損益、経常損益、四半期純損益とも当初計画を下回るこ

とになりました。

　この結果、売上高は1,781,787千円（前年同四半期比82.8％減）、営業損失は67,109千円、経常損失は207,306千円、四

半期純損失は202,923千円となり、現金及び現金同等物は74,790千円増加し、764,132千円となりました。

　今後もこのような不動産市況の低迷が続き、物件売却による銀行融資の返済、借り換えの状況を踏まえ、これらを継

続企業の前提に関する重要事象と考え、これらの状況を改善すべく対応策（４ 財政状態、経営成績及びキャッ・シュ

フローの状況の分析(2)キャッシュ・フローの状況）を実施し、また、今後もなお一層財務体質の改善、経営の安定の

ため鋭意努力を継続してまいります。

　

　上記以外に新たに発生した事業等のリスクはありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、最悪期を脱し底入れ基調が続くものの、円高圧力が強まり輸出

企業の収益を下押しすることが懸念され、雇用情勢の悪化などから経済対策が息切れするとの見方も多く、下振れ

リスクが強まっております。

　不動産及び不動産金融業界におきましては不透明感が強い経済環境下のなか、首都圏のマンション販売に底打ち

の兆しが出てきたといわれ、用地仕入れが再開しているものの、業界を取り巻く環境は厳しい状況が続いておりま

す。

　このようななか、当社グループの当第２四半期連結会計期間における業績は、当初予定しておりました仲介事業及

びコンサルティング事業の強化を図るとともに不動産ソリューション事業においても販売計画を見直して早期に

販売用不動産の売却を行いました。その反面、販売価額の低下により利益率が低下したことから、営業損益、経常損

益、四半期純損益とも当初計画を下回ることになりました。この結果、売上高は405,405千円(前年同四半期比94.8％

減)、営業損失は13,002千円(前年同四半期は営業利益107,744千円)、経常損失は82,146千円(前年同四半期は経常利

益51,567千円)、四半期純損失は76,985千円(前年同四半期は四半期純損失253,292千円)となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　①不動産ソリューション事業

　不動産ソリューション事業におきましては、売上高は272,306千円(前年同四半期比96.4％減)、営業利益は　

25,033千円(前年同四半期比85.1％減)となりました。

②デベロッパー・エージェント事業

　デベロッパー・エージェント事業におきましては、売上高75,285千円(前年同四半期比52.0％減)、営業利益は

18,315千円(前年同四半期比77.3％減)となりました。

③その他事業

　その他事業におきましては、売上高57,814千円(前年同四半期比33.1％減)、営業利益57,193千円(前年同四半期

比24.6％減)となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、764,132千円となりまし　

た。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　コンサルティング事業等フィービジネスに注力したこと等による営業活動の結果、増加した資金は、282,601千円

となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　敷金及び保証金の返還等による投資活動の結果、増加した資金は、173千円となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　借入金の返済等による財務活動の結果、減少した資金は、113,931千円となりました。
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　上記キャッシュ・フローの状況を踏まえ、２ 事業等のリスク 継続企業の前提に関する重要事象等におけるこれ

らの状況を改善し解消すべく次の①②③の対応策を実行しております。　

 

①主力金融機関への協力要請の結果、大型プロジェクトに係る融資期限の延長、必要な運転資金の新規借入など

支援を得ることができました。また、主力金融機関以外にも融資期限の延長、借入期間の長期化の協力を得て、資

金繰りの安定を図ることができました。

②現存の販売用不動産に係るプロジェクト融資は上記のとおり返済期間の延長、借入金の長期化が実現できる見

込みにつき、売り急ぎせず利益率を確保できるまで保有することが可能となりました。また、平成22年３月期にお

きましては、利益面から、積極的に不動産ソリューション事業を推進するとともに、既に手掛けております仲介事

業、コンサルティング事業によるフィービジネスを主体に利益率の高いフィールドで利益を確保することになお

一層集中いたします。

③経営責任を明確にした役員報酬の減額はもちろんのこと、従業員給与の減額を含めた全社的な経費の見直しを

行い、販売費及び一般管理費の年間30％カットを実現させることで早期黒字化を目指します。　

　

　これら対応策に関しましては、重要な不確実性はないと考えております。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,105 11,105
名古屋証券取引所

（セントレックス）　

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 11,105 11,105 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年２月28日臨時株主総会決議

イ．第１回（平成18年３月10日発行）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,450

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,450

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000

新株予約権の行使期間
自　平成18年３月10日

至　平成28年２月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 150,000

資本組入額　75,000

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が新株予約権発行日後に株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に行使価額を下回る払込価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　

調整後行使価額

　

＝

（調整前行使価額 ×既発行株式数） ＋
（新規発行又は処

分株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額）

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合もしくは会社分割を行う場合等、行使価額の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、必要かつ合理的な範囲において行使価額を適切に調整す

るものとする。

２．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）がこれ

を行使することを要する。

ただし、相続により新株予約権を取得した場合は、その後も権利を行使することができる。

(2）新株予約権の質入その他一切の処分は、これを認めないものとする。

(3）その他の条件は、本株主総会以後に開催される取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

した契約に定めるところによる。

３．新株予約権の取得事由及び取得の条件

(1）当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交

換契約書承認の議案又は株式移転の議案につき株主総会での承認決議がなされたときは、当社は新株予約

権を無償で取得することができる。

(2）新株予約権者が前項(1)(2)(3)に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさない状態になり権

利を喪失した場合には、当該新株予約権を無償で取得することができる。また、新株予約権者が新株予約権

の全部又は一部を放棄した場合も、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

　　　　４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、放棄により権利を喪失した者の当該数を減じてお　

　　　　　　ります。　

　

EDINET提出書類

日本商業開発株式会社(E05692)

四半期報告書

 9/32



ロ．第２回（平成18年10月13日発行）

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 235（注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 235（注）４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成28年２月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 150,000

資本組入額　75,000

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が新株予約権発行日後に株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に行使価額を下回る払込価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　

調整後行使価額

　

＝

（調整前行使価額 ×既発行株式数） ＋
（新規発行又は処

分株式数
×
１株当たり払込金額

又は処分価額）

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合もしくは会社分割を行う場合等、行使価額の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、必要かつ合理的な範囲において行使価額を適切に調整す

るものとする。

２．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）がこれ

を行使することを要する。

ただし、相続により新株予約権を取得した場合は、その後も権利を行使することができる。

(2）新株予約権の質入その他一切の処分は、これを認めないものとする。

(3）その他の条件は、本株主総会以後に開催される取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

した契約に定めるところによる。

３．新株予約権の取得事由及び取得の条件

(1）当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交

換契約書承認の議案又は株式移転の議案につき株主総会での承認決議がなされたときは、当社は新株予約

権を無償で取得することができる。

(2）新株予約権者が前項(1)(2)(3)に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさない状態になり権

利を喪失した場合には、当該新株予約権を無償で取得することができる。また、新株予約権者が新株予約権

の全部又は一部を放棄した場合も、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職により権利を喪失した者の当該数を減じてお

ります。

 

EDINET提出書類

日本商業開発株式会社(E05692)

四半期報告書

10/32



（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 11,105 － 194,280 － 172,725

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　松岡　哲也 　大阪府池田市 6,630 59.70

　永岡　幸憲 　東京都世田谷区 360 3.24

　西羅　弘文 　東京都目黒区 360 3.24
　入江　賢治 　大阪府東大阪市 343 3.09
　丸井　啓彰 　兵庫県西宮市 310 2.79
　城前　豪 　堺市堺区 201 1.81
　堀井　敏雄 　大阪市西成区 175 1.58
　有限会社イワサキインテック研究所 　長野県飯田市上郷黒田３１９９－１ 169 1.52
　伊藤忠商事株式会社 　東京都港区北青山２丁目５－１ 130 1.17
　株式会社ニチレイ 　東京都中央区築地６丁目１９ー２０ 130 1.17

計 － 8,808 79.32
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,105　 11,105 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 11,105 － －

総株主の議決権 － 11,105 －

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 21,80044,50060,00044,00037,00035,000

最低（円） 14,81013,29038,40035,50031,00032,000

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、大阪監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 764,132 689,342

営業未収入金 33,508 53,923

販売用不動産 9,238,860 9,361,802

前渡金 － 117,413

前払費用 275,479 230,545

その他 7,452 2,058

貸倒引当金 △2,786 △5,537

流動資産合計 10,316,648 10,449,548

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 58,534

※1
 62,792

車両運搬具（純額） ※1
 604

※1
 719

工具、器具及び備品（純額） ※1
 12,449

※1
 13,663

土地 11,166 11,166

リース資産（純額） ※1
 15,935

※1
 18,006

有形固定資産合計 98,690 106,347

無形固定資産

商標権 33 58

その他 300 300

無形固定資産合計 333 358

投資その他の資産

投資有価証券 3,166 2,857

出資金 6,701 6,671

敷金及び保証金 138,639 138,991

長期前払費用 66,801 68,217

その他 11,618 11,829

貸倒引当金 △325 △325

投資その他の資産合計 226,601 228,242

固定資産合計 325,625 334,948

資産合計 10,642,273 10,784,496
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 47,768 89,813

短期借入金 4,865,500 4,868,500

1年内返済予定の長期借入金 3,403,736 4,837,603

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払金 3,055 2,892

未払法人税等 1,842 2,697

未払消費税等 3,499 11,342

前受金 61,532 62,057

1年内返還予定の預り保証金 435,769 289,969

その他 178,673 88,102

流動負債合計 9,001,378 10,262,978

固定負債

長期借入金 1,349,117 49,519

長期預り敷金保証金 191,849 171,549

その他 12,866 14,928

固定負債合計 1,553,833 235,997

負債合計 10,555,211 10,498,975

純資産の部

株主資本

資本金 194,280 194,280

資本剰余金 172,725 172,725

利益剰余金 △324,083 △121,160

株主資本合計 42,921 245,844

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8 －

評価・換算差額等合計 8 －

少数株主持分 44,131 39,675

純資産合計 87,061 285,520

負債純資産合計 10,642,273 10,784,496
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 10,362,960 1,781,787

売上原価 9,735,052 1,595,075

売上総利益 627,907 186,712

販売費及び一般管理費 ※1
 438,606

※1
 253,821

営業利益又は営業損失（△） 189,301 △67,109

営業外収益

受取利息 1,275 92

不動産賃貸料 49,999 －

匿名組合投資利益 518 －

その他 96 641

営業外収益合計 51,889 734

営業外費用

支払利息 170,222 137,791

その他 500 3,141

営業外費用合計 170,722 140,932

経常利益又は経常損失（△） 70,468 △207,306

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 2,751

固定資産売却益 32,196 －

その他 7,600 －

特別利益合計 39,796 2,751

特別損失

売買契約解約損 236,744 －

投資有価証券評価損 58,639 －

特別損失合計 295,383 －

税金等調整前四半期純損失（△） △185,118 △204,555

法人税、住民税及び事業税 1,015 897

法人税等還付税額 △10,709 －

法人税等調整額 41,126 △6,985

法人税等合計 31,432 △6,088

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,925 4,455

四半期純損失（△） △210,626 △202,923
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 7,822,290 405,405

売上原価 7,466,589 302,363

売上総利益 355,701 103,042

販売費及び一般管理費 ※1
 247,956

※1
 116,044

営業利益又は営業損失（△） 107,744 △13,002

営業外収益

受取利息 1,268 86

不動産賃貸料 24,999 －

その他 58 268

営業外収益合計 26,327 355

営業外費用

支払利息 82,504 69,499

営業外費用合計 82,504 69,499

経常利益又は経常損失（△） 51,567 △82,146

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 2,751

固定資産売却益 426 －

その他 7,600 －

特別利益合計 8,026 2,751

特別損失

売買契約解約損 236,744 －

投資有価証券評価損 58,639 －

特別損失合計 295,383 －

税金等調整前四半期純損失（△） △235,788 △79,395

法人税、住民税及び事業税 431 448

法人税等調整額 20,993 △6,985

法人税等合計 21,424 △6,536

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,921 4,127

四半期純損失（△） △253,292 △76,985
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △185,118 △204,555

減価償却費 3,194 7,682

引当金の増減額（△は減少） △7,600 －

受取利息 △1,275 △92

固定資産売却損益（△は益） △32,196 －

匿名組合投資損益（△は益） △518 －

投資有価証券評価損益（△は益） 58,639 －

売買契約解約損 236,744 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △2,751

支払利息 170,222 137,791

売上債権の増減額（△は増加） △13,388 20,414

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,472,195 122,941

仕入債務の増減額（△は減少） 2,817 △42,045

前渡金の増減額（△は増加） 588,146 117,413

前払費用の増減額（△は増加） 84,550 △12,472

未払費用の増減額（△は減少） △1,056 △2,862

未払金の増減額（△は減少） △19,718 178

未払消費税等の増減額（△は減少） △129 △7,843

前受金の増減額（△は減少） 291,732 △525

預り金の増減額（△は減少） △3,147 68,299

前受収益の増減額（△は減少） △9,770 15,085

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △667,950 166,100

その他 △37,301 7,417

小計 3,929,071 390,175

利息及び配当金の受取額 1,275 92

利息の支払額 △168,873 △160,204

法人税等の支払額 △416,410 △5,950

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,345,062 224,113

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △52,170 －

投資有価証券の取得による支出 △301 △299

投資有価証券の売却による収入 6,786 －

投資不動産の売却による収入 281,373 －

敷金及び保証金の回収による収入 495,437 352

敷金及び保証金の差入による支出 △673 －

その他 △8,925 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー 721,526 22

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,664,000 △3,000

長期借入れによる収入 1,000,000 1,395,000

長期借入金の返済による支出 △2,373,597 △1,529,268

配当金の支払額 △44,163 △14

その他 △8,000 △12,062

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,089,761 △149,345
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △23,172 74,790

現金及び現金同等物の期首残高 1,126,829 689,342

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,103,657

※1
 764,132
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

する方法により算定しております。

２．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前連結会計年度において算定した貸倒見積率を使用してお

ります。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　    該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　     31,276千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　  23,619千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの ※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

役員報酬 120,555千円

給与手当 91,911千円

賞与手当 38,800千円

役員報酬 59,973千円

給与手当 59,163千円

　     　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの ※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

役員報酬 71,808千円

給与手当 40,993千円

賞与手当 31,500千円

役員報酬 24,843千円

給与手当 26,235千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,103,657千円

現金及び現金同等物 1,103,657千円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 764,132千円

現金及び現金同等物 764,132千円

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　11,105株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。 

５．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本商業開発株式会社(E05692)

四半期報告書

23/32



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

 

不動産ソ
リューション
事業
（千円）

デベロッパー
・エージェン
ト事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

（1）外部顧客に対する

     売上高
7,578,891157,004 86,3947,822,290 － 7,822,290

（2）セグメント間の内　　

　　 部売上高又は振替高
－ － － － － －

　　　　　計 7,578,891157,004 86,3947,822,290 － 7,822,290

営業利益 167,618 80,723 75,859 324,201△216,456107,744

　当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 

 

不動産ソ
リューション
事業
（千円）

デベロッパー
・エージェン
ト事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

（1）外部顧客に対する

     売上高
272,306 75,285 57,814 405,405 － 405,405

（2）セグメント間の内　　

　　 部売上高又は振替高
－ － － － － －

　　　　　計 272,306 75,285 57,814 405,405 － 405,405

営業利益又は営業損失

（△）
25,033 18,315 57,193 100,542△113,544△13,002
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　前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

 

不動産ソ
リューション
事業
（千円）

デベロッパー
・エージェン
ト事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

（1）外部顧客に対する

     売上高
10,030,040240,312 92,60610,362,960 － 10,362,960

（2）セグメント間の内　　

　　 部売上高又は振替高
－ － － － － －

　　　　　計 10,030,040240,312 92,60610,362,960 － 10,362,960

営業利益 412,945 95,684 80,478 589,107△399,806189,301

　当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 

 

不動産ソ
リューション
事業
（千円）

デベロッパー
・エージェン
ト事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

（1）外部顧客に対する

     売上高
1,570,821150,381 60,5841,781,787 － 1,781,787

（2）セグメント間の内　　

　　 部売上高又は振替高
－ － － － － －

　　　　　計 1,570,821150,381 60,5841,781,787 － 1,781,787

営業利益又は営業損失

（△）
93,357 31,892 58,961 184,212△251,321△67,109

　　（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業内容

　　不動産ソリューション事業・・・不動産投資事業、不動産流動化事業、不動産開発・再生事業

　　デベロッパー・エージェント事業・・・企画・開発事業、サブリース事業、運営・管理事業

　　その他事業・・・賃貸借事業、コンサルティング事業

３　会計処理の変更

　　前第２四半期連結累計期間

①（販売用不動産の支払利息に係る会計処理の変更）

　第１四半期連結会計期間より支払利息を期間費用として処理しております。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、「不動産ソリューション事業」の営業利益は、

23,038千円増加しております。

②（販売用不動産から発生する賃貸料収入及び預り敷金(保証金)の会計処理の変更）

　第１四半期連結会計期間よりテナントから発生する賃貸料収入は、営業外収益から売上高に変更してお

ります。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、「不動産ソリューション事業」の売上高が

17,445千円増加し、営業利益が同額増加しております。
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③（重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更）

　第１四半期連結会計期間より「デベロッパー・エージェント事業」及び「その他事業」の賃貸事業用の

建物付属設備等の減価償却方法は、定率法から定額法に変更しております。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、営業利益の影響額は軽微であります。

④（控除対象外消費税等の会計処理の変更）

　第１四半期連結会計期間より控除対象外消費税等は、営業外費用から販売費及び一般管理費に変更して

おります。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、「全社」の営業利益は、16,940千円減少してお

ります。

⑤（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合と比べ、「不動産ソリューション事業」の営業利益は、

208,068千円減少しております。　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末　(平成21年９月30日)

　デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 3,865.86円 １株当たり純資産額 22,138.22円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 18,966.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 18,273.16円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 210,626 202,923

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 210,626 202,923

期中平均株式数（株） 11,105 11,105

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　　　　　－ 　　　　　　　－

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 22,808.84円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 6,932.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 253,292 76,985

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 253,292 76,985

期中平均株式数（株） 11,105 11,105

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　　　　　－ 　　　　　　　－
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　 該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　著しい変動がないため、該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月10日

日本商業開発株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平　井　文　彦　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 坂　東　和　宏　　印　　　　　　　

　　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本商業開発株式会

社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9

月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本商業開発株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　会社は、「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第1四半期連結会

計期間より以下のとおり会計処理を変更している。

1.販売用不動産に係る支払利息を資産計上処理から期間費用処理に変更している。

2.販売用不動産から発生する賃貸料収入及び預り敷金（保証金）の処理を、賃貸料収入は営業外収益から売上高に、預り

敷金は固定負債から流動負債にそれぞれ変更している。

3.賃貸事業用の建物付属設備等の減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

4.控除対象外消費税等は営業外費用処理から販売費及び一般管理費処理に変更している。

5.「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

2.四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月 9日

日本商業開発株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平　井　文　彦　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 坂　東　和　宏　　印　　　　　　　

　　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本商業開発株式会

社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9

月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本商業開発株式会社及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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